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日頃から、大阪府政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、厳しい財政状況の克服と真の地方主権達成のため、正確な財務情報の把握に基づく自治体経営の確立が不可欠ですが、単式簿記・現金主義に基づく現行の官庁会計では、ストックやフルコストなどの財務情報が不足しているため、議会における決算の審議では、経営の視点から十分な議論が尽くせないのが現状です。

また、現在、多くの地方自治体では総務省の二つの公会計モデルに基づき財務諸表を作成・公表していますが、このような取組みはまだ端緒についたところで、財務諸表を活用する段階までは至っておらず、大きな課題となっています。このため、地方公会計に関して全国標準的な会計基準を早期に策定する必要があります。

このような状況の中、本府では、財務マネジメントを強化し、財務情報の府民への開示を充実させるため、東京都の協力を得ながら、複式簿記・発生主義に基づく独自の新公会計制度の運用を平成２３年度から開始しました。

　こうした本府の取組みについて十分ご理解いただき、地方自治体のより一層の経営改善が図られるよう、要望事項の具体化、実現のため、格別のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。
大阪府知事　　松井 一郎
１．全国標準的な会計基準の整備
複式簿記・発生主義に基づく新公会計制度の導入により、地方自治体が経営改善に取り組めるよう、本府や東京都など先行的な事例を踏まえ、地方自治体の実務の実情を反映させた、分かりやすく活用しやすい財務諸表を作成するための全国標準たり得る会計基準を早期に策定すること。

２．決算資料の充実

決算の審議をより充実して行うためには、財務諸表を活用し、事務事業ごとに経営の観点から精査することが不可欠である。そのため、新しく作成した財務諸表が早期かつ効率的に活用できるよう、地方自治法など関係法令により定められている決算の関係書類の見直しをはじめとする財務会計制度の環境整備を行うこと。

